
様式第２号（第４条関係）

久御山町農業資材高騰対策等支援補助金に係る申告書

令和５年４月から令和６年３月の期間、下記の品目、面積のとおり販売目的

の農産物を生産していることを申告します。

記

１ 生産品目及び面積

※園芸作物等（野菜、果樹、花き、茶）について記載してください。水稲につ

いては補助対象外です。

※所有又は賃借している農地であっても、自家消費用や農作物の生産に利用し

ていない農地は補助対象外です。

２ 園芸作物等に係る年間販売金額

※１で記入した生産品目について、令和５年中の販売金額の合計を記入してく

ださい。

品 目 面 積（アール）

合 計

販売金額（令和５年中） 円

裏面も必ずご記入ください。



３ 農業資材高騰に対応するための取組申告

以下の中から、現在、農業資材高騰に対応するために取組している項目、又

は今後取組を予定している項目２つ以上に☑を入れてください。

４ 確認事項

以下の内容を確認して、すべてに☑を入れてください。

以上の申告内容について、相違がないことを誓約します。

令和６年 月 日

【住所】 久御山町

【氏名】

農業資材高騰に対応するための取組メニュー

□ 省エネルギー型機械・機器への転換や導入（省エネ機器転換支援事業等）

□ 化学肥料の使用量を削減

□ 緑肥や堆肥等の利用

□ 土壌診断による施肥量等の適正化

□ スマート技術やＩＴ技術導入等による効率化の実現

□ 施設園芸セーフティーネット構築事業の加入

□ 自然エネルギー導入等による光熱費の削減

□ 低コストな資材等への切り替え

□ その他の取組（ ）

□ 久御山町農業資材高騰対策等支援補助金交付要綱第２条第１号の規定に

より該当する旨の調査のため、久御山町職員が住民基本台帳を確認する

ことに同意します。

□ 本申告書に記載した品目の作付状況について、久御山町職員が現地で確

認すること及び経営所得安定対策交付金に係る書類等により確認をする

ことに同意します。


